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(57)【要約】
【課題】各空調機のエネルギ利用効率の実態を把握する
。
【解決手段】蒸気圧縮式冷凍サイクルの冷媒回路（11）
を備えた複数台の空調機（10）と、１台の空調機（10）
又は複数台の空調機（10）毎に対応して設けられ、空調
機（10）が出力するデータを受信し、所定の運転データ
を送信するローカルコントローラ（60）と、各ローカル
コントローラ（60）が送信する複数台の空調機（10）の
運転データを通信回線（53）を介して受信するホストコ
ントローラ（70）とを備えている。ホストコントローラ
（70）は、複数台の空調機（10）毎に各空調機（10）の
空調能力と消費電力を算出し、空調能力及び消費電力に
基づき各空調機（10）のエネルギ利用効率を算出する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　　蒸気圧縮式冷凍サイクルの冷媒回路（11）を備えた複数台の空調機（10）と、
　　該１台の空調機（10）又は複数台の空調機（10）毎に対応して設けられ、上記空調機
（10）が出力するデータを受信し、所定の運転データを送信するローカルコントローラ（
60）と、
　　該各ローカルコントローラ（60）が送信する複数台の空調機（10）の運転データを通
信回線（53）を介して受信するホストコントローラ（70）とを備えた空調機の監視システ
ムであって、
　　上記複数台の空調機（10）毎に該各空調機（10）の空調能力を算出する能力算出手段
（71）と、
　　上記複数台の空調機（10）毎に該各空調機（10）の消費電力を算出する電力算出手段
（72）と、
　　上記能力算出手段（71）及び電力算出手段（72）が算出した空調能力及び消費電力に
基づき各空調機（10）のエネルギ利用効率を算出するエネルギ算出手段（7a）とを備えて
いる
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【請求項２】
　　請求項１において、
　　上記エネルギ算出手段（7a）は、複数台の空調機（10）を予め所定の関係を有する空
調機（10）毎に複数の空調系統（1B）に区分して各空調機（10）を管理する管理手段（73
）に設けられ、各空調機（10）毎のエネルギ利用効率を算出すると共に、各空調系統（1B
）毎のエネルギ利用効率を算出するように構成されている
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【請求項３】
　　請求項１又は２において、
　　上記能力算出手段（71）は、冷媒回路（11）の凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧
力相当飽和温度Ｔｅと冷媒回路（11）の減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び冷媒回路（11）の圧縮
機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓと冷媒回路（11）の圧縮機（21）の特性とに基づき空調機（
10）の空調能力を算出するように構成されている
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【請求項４】
　　請求項１又は２において、
　　上記電力算出手段（72）は、冷媒回路（11）の凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧
力相当飽和温度Ｔｅと冷媒回路（11）の減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び冷媒回路（11）の圧縮
機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓと冷媒回路（11）の圧縮機（21）の特性とに基づき空調機（
10）の消費電力を算出するように構成されている
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【請求項５】
　　請求項１又は２において、
　　上記電力算出手段（72）は、空調機（10）に設けられた電流センサ（17）が検出する
電流値と電源電圧とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するように構成されている
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【請求項６】
　　請求項１又は２において、
　　上記電力算出手段（72）は、空調機（10）に設けられた電流センサ（17）が検出する
電流値と、空調機（10）の力率と、空調機（10）の電源電圧とに基づき空調機（10）の消
費電力を算出するように構成されている
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【請求項７】
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　　請求項６において、
　　上記電流センサ（17）は、空調機（10）の各機器に供給される電流を検出する制御用
センサである
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【請求項８】
　　請求項１～７の何れか１項において、
　　上記能力算出手段（71）と電力算出手段（72）とエネルギ算出手段（7a）とはホスト
コントローラ（70）に設けられている
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【請求項９】
　　請求項２において、
　　上記管理手段（73）は、エネルギ算出手段（7a）が算出した各空調機（10）毎のエネ
ルギ利用効率と各空調系統（1B）毎のエネルギ利用効率とを表示する表示手段（7b）を備
えている
ことを特徴とする空調機の監視システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　　本発明は、空調機の監視システムに関し、特に、空調機のエネルギ監視対策に係るも
のである。
【背景技術】
【０００２】
　　従来、空調機の監視システムには、特許文献１に示すとおり、複数台の空調機と、該
各空調機が出力するデータを受信し、所定の運転データを送信するローカルコントローラ
と、該各ローカルコントローラが送信する複数台の空調機の運転データを通信回線を介し
て受信するホストコントローラとを備えたものがある。
【０００３】
　　そして、上記監視システムは、各空調機の運転データをホストコントローラが受信し
て各空調機の異常を予知し、予知信号を出力するようにしている。
【特許文献１】特開平７－７１８０３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　　しかしながら、従来の監視システムにおいては、各空調機の異常を予知するようにし
ているが、各空調機のエネルギ利用効率の実態を把握していない。この結果、消費電力の
有効利用に関し、何らの監視も行われていないという課題があった。
【０００５】
　　本発明は、斯かる点に鑑みてなされたものであり、各空調機のエネルギ利用効率の実
態を把握することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　　第１の発明は、蒸気圧縮式冷凍サイクルの冷媒回路（11）を備えた複数台の空調機（
10）と、該１台の空調機（10）又は複数台の空調機（10）毎に対応して設けられ、上記空
調機（10）が出力するデータを受信し、所定の運転データを送信するローカルコントロー
ラ（60）と、該各ローカルコントローラ（60）が送信する複数台の空調機（10）の運転デ
ータを通信回線（53）を介して受信するホストコントローラ（70）とを備えた空調機の監
視システムを対象としている。そして、上記複数台の空調機（10）毎に該各空調機（10）
の空調能力を算出する能力算出手段（71）と、上記複数台の空調機（10）毎に該各空調機
（10）の消費電力を算出する電力算出手段（72）と、上記能力算出手段（71）及び電力算
出手段（72）が算出した空調能力及び消費電力に基づき各空調機（10）のエネルギ利用効
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率を算出するエネルギ算出手段（7a）とを備えている。
【０００７】
　　また、第２の発明は、上記第１の発明において、上記エネルギ算出手段（7a）は、複
数台の空調機（10）を予め所定の関係を有する空調機（10）毎に複数の空調系統（1B）に
区分して各空調機（10）を管理する管理手段（73）に設けられ、各空調機（10）毎のエネ
ルギ利用効率を算出すると共に、各空調系統（1B）毎のエネルギ利用効率を算出するよう
に構成されている。
【０００８】
　　また、第３の発明は、上記第１又は２の発明において、上記能力算出手段（71）は、
冷媒回路（11）の凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧力相当飽和温度Ｔｅと冷媒回路（
11）の減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び冷媒回路（11）の圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓと冷
媒回路（11）の圧縮機（21）の特性とに基づき空調機（10）の空調能力を算出するように
構成されている。
【０００９】
　　また、第４の発明は、上記第１又は第２の発明において、上記電力算出手段（72）は
、冷媒回路（11）の凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧力相当飽和温度Ｔｅと冷媒回路
（11）の減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び冷媒回路（11）の圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓと
冷媒回路（11）の圧縮機（21）の特性とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するよう
に構成されている。
【００１０】
　　また、第５の発明は、上記第１又は第２の発明において、上記電力算出手段（72）は
、空調機（10）に設けられた電流センサ（17）が検出する電流値と電源電圧とに基づき空
調機（10）の消費電力を算出するように構成されている。
【００１１】
　　また、第６の発明は、上記第１又は第２の発明において、上記電力算出手段（72）は
、空調機（10）に設けられた電流センサ（17）が検出する電流値と、空調機（10）の力率
と、空調機（10）の電源電圧とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するように構成さ
れている。
【００１２】
　　また、第７の発明は、上記第６の発明において、上記電流センサ（17）が、空調機（
10）の各機器に供給される電流を検出する制御用センサである。
【００１３】
　　また、第８の発明は、上記第１～第７の発明の何れかの発明において、上記能力算出
手段（71）と電力算出手段（72）とエネルギ算出手段（7a）とがホストコントローラ（70
）に設けられている。
【００１４】
　　また、第９の発明は、上記第２の発明において、上記管理手段（73）は、エネルギ算
出手段（7a）が算出した各空調機（10）毎のエネルギ利用効率と各空調系統（1B）毎のエ
ネルギ利用効率とを表示する表示手段（7b）を備えている。
【００１５】
　　したがって、上記第１の発明では、各空調機（10）が出力するデータからローカルコ
ントローラ（60）が所定の運転データをホストコントローラ（70）に通信回線（53）を介
して送信する。
【００１６】
　　そして、例えば、第８の発明では、上記ホストコントローラ（70）の能力算出手段（
71）は、空調機（10）の空調能力を算出する。具体的に、第３の発明では、上記能力算出
手段（71）が冷媒回路（11）の凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧力相当飽和温度Ｔｅ
と、減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓと、圧縮機（21）の特性
とから空調機（10）の空調能力を算出する。
【００１７】
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　　また、上記ホストコントローラ（70）の電力算出手段（72）は、空調機（10）の消費
電力を算出する。具体的に、第４の発明では、上記電力算出手段（72）が冷媒回路（11）
の凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧力相当飽和温度Ｔｅと、減圧前の冷媒温度Ｔｉ及
び圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓと、圧縮機（21）の特性とから空調機（10）の消費電
力を算出する。
【００１８】
　　更に、上記エネルギ算出手段（7a）は、能力算出手段（71）及び電力算出手段（72）
が算出した空調能力及び消費電力に基づき各空調機（10）のエネルギ利用効率を算出する
と共に、第２の発明では、各空調系統（1B）毎のエネルギ利用効率を算出する。
【００１９】
　　上記エネルギ算出手段（7a）が算出した各空調機（10）毎のエネルギ利用効率と各空
調系統（1B）毎のエネルギ利用効率とは、例えば、第９の発明では、表示手段（7b）に表
示される。
【００２０】
　　また、上記電力算出手段（72）は、第５の発明では、上記空調機（10）に設けられた
電流センサ（17）が検出する電流値と電源電圧とに基づき空調機（10）の消費電力を算出
してもよい。
【００２１】
　　また、上記電力算出手段（72）は、第６の発明では、上記空調機（10）に設けられた
電流センサ（17）が検出する電流値と、空調機（10）の力率と、空調機（10）の電源電圧
とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するようにしてもよい。
【００２２】
　　その際、上記電流センサ（17）は、第７の発明では、上記空調機（10）の各機器に供
給される電流を検出する制御用センサが用いられ、該制御用センサが検出する電流値に基
づき空調機（10）の消費電力を算出する。
【発明の効果】
【００２３】
　　上記本発明によれば、各空調機（10）の空調能力及び消費電力に基づき各空調機（10
）毎のエネルギ利用効率を算出するようにしたために、消費電力が効率よく利用されてい
るか否かの判断を容易に行うことができる。
【００２４】
　　また、上記各空調機（10）のエネルギ利用効率を明確にすることにより、各空調機（
10）の運転状態の課題を明確にすることができる。
【００２５】
　　また、上記各空調機（10）毎にエネルギ利用効率を算出するので、該各空調機（10）
毎の性能検証を実施することができる。
【００２６】
　　また、上記各空調機（10）のエネルギ利用効率を算出するために消費電力を算出する
ので、該各空調機（10）のＣＯ2排出量の監視を行うことができる。
【００２７】
　　また、第２の発明によれば、上記各空調系統（1B）毎のエネルギ利用効率を算出し、
遠隔監視するので、例えば、各ビル毎に管理者を常駐させる必要がなり、管理等のコスト
の削減を図ることができる。
【００２８】
　　また、第３及び第４の発明によれば、上記各空調機（10）の空調能力及び消費電力は
、従来から設けられている冷媒回路（11）の高圧センサ（P1）等の信号を利用するので、
新たなセンサ等を設ける必要がなく、構成の複雑化を防止することができる。
【００２９】
　　また、第５の発明によれば、消費電流と電源電圧とにより消費電力を算出するので、
直接的に消費電力が算出され、消費電力が効率よく利用されているか否かの判断を正確に
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行うことができる。
【００３０】
　　また、第６の発明によれば、力率を考慮しているのでより正確な消費電力を算出する
ことができるので、消費電力が効率よく利用されているか否かの判断をより正確に行うこ
とができる。
【００３１】
　　特に、第７の発明によれば、電流センサ（17）に制御用センサを利用するので、部品
点数を増加させることなく、消費電力を正確に算出することができる。
【００３２】
　　また、第８の発明によれば、電力算出手段（72）等をホストコントローラ（70）に設
けているので、各空調機（10）の消費電力が効率よく利用されているか否かの判断を一箇
所で集中して行うことができる。特に、第９の発明によれば、エネルギ利用効率が表示さ
れるので、管理を容易に行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３３】
　　以下、本発明の実施形態を図面に基づいて詳細に説明する。
【００３４】
　　〈実施形態１〉
　　図１及び図２に示すように、本実施形態における遠隔監視システム（1A）は、複数台
の空調機（10）を遠隔で監視する監視システムである。
【００３５】
　　上記空調機（10）は、図２に示すように、蒸気圧縮式冷凍サイクルの冷媒回路（11）
を備える一方、上記空調機（10）は、１台の室外ユニット（20）に複数台の室内ユニット
（30）が接続されたマルチ型に構成されている。
【００３６】
　　上記冷媒回路（11）は、圧縮機（21）と油分離器（22）と四路切換弁（23）と熱源側
熱交換器である室外熱交換器（24）と膨脹機構である室外電動膨張弁（25）とレシーバ（
26）と膨脹機構である室内電動膨張弁（32）と利用側熱交換器である室内熱交換器（31）
とアキュムレータ（27）とが順に冷媒配管（40）によって接続されて冷媒流通自在に構成
されている。
【００３７】
　　そして、上記室外ユニット（20）は、上記圧縮機（21）と油分離器（22）と四路切換
弁（23）と室外熱交換器（24）と室外電動膨張弁（25）とレシーバ（26）とアキュムレー
タ（27）とが収納されている。一方、上記各室内ユニット（3）は、同一構成であって、
上記室内電動膨張弁（32）と室内熱交換器（31）とが収納されている。上記室外ユニット
（20）と室内ユニット（3）とは、冷媒配管（40）である連絡配管（41）によって接続さ
れている。
【００３８】
　　上記圧縮機（21）は、インバータ（2a）によって運転容量が調整され、上記四路切換
弁（23）は、冷房運転時には図中実線の如く切換わり暖房運転時には図中破線の如く切換
わる。上記室外熱交換器（24）は、室外ファン（2F）を備え、冷房運転時に凝縮器となり
、暖房運転時に蒸発器となる。上記室内熱交換器（31）は、室内ファン（3F）を備え、冷
房運転時に蒸発器となり、暖房運転時に凝縮器となる。
【００３９】
　　また、上記室外ユニット（20）は、暖房過負荷制御用バイパス路（42）とリキッドイ
ンジェクションバイパス路（43）と油戻し管（44）と均圧ホットガスバイパス路（45）と
均圧路（46）と吸入管熱交換器（2b）とを備えている。
【００４０】
　　上記暖房過負荷制御用バイパス路（42）は、室外熱交換器（24）をバイパスするよう
に該室外熱交換器（24）と並列に接続され、補助熱交換器（4a）とキャピラリチューブ（
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4b）と冷媒の高圧時に開作動する補助開閉弁（4c）とが順次直列に接続されている。上記
暖房過負荷制御用バイパス路（42）は、冷房運転時には常時、暖房運転時には高圧の過上
昇時に補助開閉弁（4c）が開状態になり、吐出ガスの一部が暖房過負荷制御用バイパス路
（42）を流れ、吐出ガスの一部を補助熱交換器（4a）で凝縮させる。
【００４１】
　　上記リキッドインジェクションバイパス路（43）は、冷暖房運転時に圧縮機（21）の
吸入側に液冷媒を注入して吸入ガスの過熱度を調節するもので、圧縮機（21）の吐出管温
度の過上昇時に開くインジェクション弁（4d）と、キャピラリチューブ（4e）とを備えて
いる。
【００４２】
　　上記油戻し管（44）は、キャピラリチューブ（4f）を有し、上記油分離器（22）から
圧縮機（21）に潤滑油を戻すように構成されている。
【００４３】
　　上記均圧ホットガスバイパス路（45）は、圧縮機（21）の吐出側冷媒配管（40）と吸
入側冷媒配管（40）とを接続し、圧縮機（21）の停止時及び再起動前に一定時間だけ開く
均圧弁（4g）及びキャピラリチューブ（4h）を備えている。
【００４４】
　　上記均圧路（46）の一端はレシーバ（26）の上端面に、他端が上記均圧ホットガスバ
イパス路（45）の均圧弁（4g）の上流側に接続されている。上記均圧路（46）は、逆止弁
（4i）を備え、均圧弁（4g）が開放された状態で、レシーバ（26）内の上層部のガス冷媒
が均圧ホットガスバイパス路（45）を介して圧縮機（21）の吸入側に導いている。
【００４５】
　　上記吸入管熱交換器（2b）は、圧縮機（21）の吸入側の吸入冷媒と冷媒配管（40）の
液冷媒とを熱交換して吸入冷媒を冷却し、連絡配管（41）における冷媒の過熱度の上昇を
補償している。
【００４６】
　　また、上記空調機（10）には、多くのセンサ類が配置されている。具体的に、上記空
調機（10）は、室内の吸込空気温度である室内温度Ｔ１を検出する室温センサ（Th1）と
、室内熱交換器（31）の液側及びガス側冷媒配管（40）における液管温度Ｔ２及びガス管
温度Ｔ３を検出する室内液温センサ（Th2）及び室内ガス温センサ（Th3）と、圧縮機（21
）の吐出管温度Ｔ４を検出する吐出管センサ（Th4）と、室外熱交換器（24）の液冷媒温
度Ｔ５を検出する室外液温センサ（Th5）と、圧縮機（21）の吸入管温度Ｔ６を検出する
吸入管センサ（Th6）と、室外の吸込空気温度である外気温度Ｔ７を検出する外気温セン
サ（Th7）と、圧縮機（21）の吐出側に配設されて冷媒回路（11）の高圧圧力ＨＰを検出
する高圧センサ（P1）と、圧縮機（21）の吸入側に配設されて冷媒回路（11）の低圧圧力
ＬＰを検出する低圧センサ（P2）と、圧縮機（21）の吐出側に配設された圧縮機（21）の
保護用高圧圧力開閉器（HPS）とを備えている。
【００４７】
　　上記各電動膨張弁（25，32）及びセンサ（Th1～Th7，P1，P2）等は、制御ユニット（
12）に信号線で接続されている。該制御ユニット（12）は、各センサ（Th1～Th7，P1，P2
）等の検出信号を受けて各電動膨張弁（25，32）等の開閉制御や圧縮機（21）の容量制御
を行うように構成されている。
【００４８】
　　また、上記制御ユニット（12）には、空調運転を制御する空調制御手段（13）が設け
られている。上記制御ユニット（12）は、各種センサ（Th1～Th7，P1，P2）の信号等に基
づき、複数の運転状態値を検出して各運転状態値の状態信号を出力すると共に、圧縮機（
21）の容量制御などを行うように構成されている。
【００４９】
　　そして、上記空調機（10）の冷房運転時には、四路切換弁（23）が図中実線側に切換
わり、補助熱交換器（4a）の補助開閉弁（4c）が常に開き、圧縮機（21）で圧縮された冷
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媒が室外熱交換器（24）及び補助熱交換器（4a）で凝縮し、連絡配管（41）を経て室内ユ
ニット（3）に送られる。そして、この室内ユニット（30）では、液冷媒が、室内電動膨
張弁（32）で減圧され、室内熱交換器（31）で蒸発した後、連絡配管（41）を経て室外ユ
ニット（20）にガス状態で戻り、圧縮機（21）に吸入される。つまり、液冷媒が室内熱交
換器（31）において室内空気との間で熱交換を行って蒸発することにより室内空気を冷却
する。
【００５０】
　　また、暖房運転時には、四路切換弁（23）が図中破線側に切換わり、冷媒の流れは上
記冷房運転時と逆となって、圧縮機（21）で圧縮された冷媒が室内熱交換器（31）で凝縮
し、液状態で室外ユニット（20）に流れ、室外電動膨張弁（25）により減圧され、室外熱
交換器（24）で蒸発した後、圧縮機（21）に戻る。つまり、ガス冷媒が室内熱交換器（31
）において室内空気との間で熱交換を行って凝縮することにより室内空気を加温する。
【００５１】
　　一方、本発明の特徴とする遠隔監視システム（1A）は、図１に示すように、複数台の
空調機（10）を集中監視するのもので、監視装置（50）を備えている。
【００５２】
　　上記監視装置（50）は、複数台のローカルコントローラ（60）と１台のホストコント
ローラ（70）とを備えている。つまり、上記空調機（10）の制御ユニット（12）にはイン
ターフェイス（51）が接続され、該インターフェイス（51）が専用回線（52）を介してロ
ーカルコントローラ（60）に接続されると共に、該ローカルコントローラ（60）が電話回
線又はインターネットなどの通信回線（53）を介してホストコントローラ（70）に接続さ
れている。上記ローカルコントローラ（60）には、複数のインターフェイス（51）が接続
され、つまり、例えば、１つのビルに上述した空調機（10）が複数台設置される場合があ
るので、１つのビルの空調機（10）が１つのローカルコントローラ（60）で監視され、こ
の１つのローカルコントローラ（60）が監視する複数台の空調機（10）が１つの保守契約
先に該当する。
【００５３】
　　また、上記ホストコントローラ（70）には、例えば、多数のローカルコントローラ（
60）が接続されて該ホストコントローラ（70）が全空調機（10）を集中監視するように構
成されている。
【００５４】
　　上記ローカルコントローラ（60）は、パソコン（54）が接続されると共に、各空調機
（10）よりインターフェイス（51）及び専用回線（52）を介して各空調機（10）の運転デ
ータであるリアルタイムデータを１分毎に受信している。具体的に、上記ローカルコント
ローラ（60）は、例えば、室外ユニット（20）から各種センサ（Th1～Th7，P1，P2）等が
検出する吸入管温度Ｔ６などや運転モードとして冷房運転及び暖房運転などのデータを受
信するように構成されている。
【００５５】
　　また、上記ホストコントローラ（70）は、通信回線（53）を利用してローカルコント
ローラ（60）からの所定の運転データを受信するように構成されている。
【００５６】
　　上記ホストコントローラ（70）は、能力算出手段（71）と電力算出手段（72）と管理
手段（73）とを備えると共に、該管理手段（73）はエネルギ算出手段（7a）と表示手段（
7b）とを備えている。
【００５７】
　　上記能力算出手段（71）は、複数台の空調機（10）毎に該各空調機（10）の空調能力
を算出するように構成されている。具体的に、上記能力算出手段（71）は、冷媒回路（11
）の凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧力相当飽和温度Ｔｅと冷媒回路（11）の減圧前
の冷媒温度Ｔｉ及び圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓと、圧縮機（21）の特性とから空調
機（10）の空調能力を算出するように構成されている。
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【００５８】
　　つまり、上記能力算出手段（71）は、図３に示すように、高圧センサ（P1）が出力す
る冷媒回路（11）の高圧圧力ＨＰに基づき、凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃを算出すると共に
、低圧センサ（P2）が出力する冷媒回路（11）の低圧圧力ＬＰに基づき、蒸発圧力相当飽
和温度Ｔｅを算出する。更に、上記能力算出手段（71）は、室内液温センサ（Th2）が検
出する冷房運転時の室内熱交換器（31）の液管温度Ｔ２又は室外液温センサ（Th5）が検
出する暖房運転時の室外熱交換器（24）の液冷媒温度Ｔ５に基づき、過冷却された液冷媒
の温度である減圧前の冷媒温度Ｔｉを導出する。その上、上記能力算出手段（71）は、吸
入管センサ（Th6）が検出する吸入管温度Ｔ６に基づき、圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔ
ｓを導出する。上記能力算出手段（71）は、凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧力相当
飽和温度Ｔｅと減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び吸入冷媒温度Ｔｓとに基づき、圧縮機（21）の
特性から空調機（10）の空調能力を算出する。
【００５９】
　　上記電力算出手段（72）は、複数台の空調機（10）毎に該各空調機（10）の消費電力
を算出するように構成されている。具体的に、上記電力算出手段（72）は、能力算出手段
（71）と同様に、冷媒回路（11）の凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧力相当飽和温度
Ｔｅと冷媒回路（11）の減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓと冷
媒回路（11）の圧縮機（21）の特性とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するように
構成されている。
【００６０】
　　つまり、上記電力算出手段（72）は、凝縮圧力相当飽和温度Ｔｃ及び蒸発圧力相当飽
和温度Ｔｅと減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓとに基づき、圧
縮機（21）の特性から空調機（10）の消費電力を算出する。
【００６１】
　　一方、上記管理手段（73）は、複数台の空調機（10）を予め所定の関係を有する空調
機（10）毎に複数の空調系統（1B）に区分して各空調機（10）を管理するように構成され
ている。つまり、上述したように、１つのローカルコントローラ（60）が監視する複数台
の空調機（10）が１つの保守契約先に該当するので、この１つの保守契約先の複数台の空
調機（10）が１つの空調系統（1B）を構成する。したがって、上記管理手段（73）は、空
調系統（1B）毎に空調機（10）を管理する。
【００６２】
　　上記エネルギ算出手段（7a）は、管理手段（73）に設けられ、上記能力算出手段（71
）及び電力算出手段（72）が算出した空調能力及び消費電力に基づき各空調機（10）のエ
ネルギ利用効率を算出する。また、上記エネルギ算出手段（7a）は、各空調系統（1B）毎
のエネルギ利用効率を算出する。
【００６３】
　　つまり、上記エネルギ算出手段（7a）は、単位消費電力当たりの空調能力がエネルギ
利用効率（空調能力÷消費電力）となるので、各空調機（10）及び各空調系統（1B）の瞬
時のエネルギ利用効率（空調能力÷消費電力）及び一定期間（例えば、１年間）のエネル
ギ利用効率（Σ空調能力÷Σ消費電力）を算出する。
【００６４】
　　上記表示手段（7b）は、エネルギ算出手段（7a）が算出した各空調機（10）毎のエネ
ルギ利用効率と各空調系統（1B）毎のエネルギ利用効率とを表示するように構成されてい
る。
【００６５】
　　　　－運転動作－
　　次に、上記空調機（10）の監視システム（1A）の監視動作について説明する。
【００６６】
　　先ず、各空調機（10）は、制御ユニット（12）によって空調動作が制御されている。
そして、上記各種センサ（Th1～Th7，P1，P2）等が出力するデータが制御ユニット（12）
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からローカルコントローラ（60）に送信される。
【００６７】
　　該ローカルコントローラ（60）は、上記データから所定の運転データをホストコント
ローラ（70）が通信回線（53）を介して受信する。
【００６８】
　　続いて、上記ホストコントローラ（70）の能力算出手段（71）は、冷媒回路（11）の
高圧圧力ＨＰ及び低圧圧力ＬＰと、室内熱交換器（31）の液管温度Ｔ２又は室外熱交換器
（24）の液冷媒温度Ｔ５による減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔ
ｓと、圧縮機（21）の特性とから空調機（10）の空調能力を算出する。
【００６９】
　　また、上記ホストコントローラ（70）の電力算出手段（72）は、冷媒回路（11）の高
圧圧力ＨＰ及び低圧圧力ＬＰと、室内熱交換器（31）の液管温度Ｔ２又は室外熱交換器（
24）の液冷媒温度Ｔ５による減圧前の冷媒温度Ｔｉ及び圧縮機（21）の吸入冷媒温度Ｔｓ
と、圧縮機（21）の特性とから空調機（10）の消費電力を算出する。
【００７０】
　　更に、上記エネルギ算出手段（7a）は、能力算出手段（71）及び電力算出手段（72）
が算出した空調能力及び消費電力に基づき各空調機（10）のエネルギ利用効率及び各空調
系統（1B）毎のエネルギ利用効率を算出する。
【００７１】
　　上記エネルギ算出手段（7a）が算出した各空調機（10）毎のエネルギ利用効率と各空
調系統（1B）毎のエネルギ利用効率とは表示手段（7b）に表示される。
【００７２】
　　上記エネルギ算出手段（7a）が算出したエネルギ利用効率を監視することにより、消
費電力量（ＣＯ2排出量）の監視が可能となると共に、上記ホストコントローラ（70）に
より複数の保守契約先の各空調機（10）を一括して管理することになる。
【００７３】
　　　　－実施形態の効果－
　　以上のように、本実施形態によれば、各空調機（10）の空調能力及び消費電力に基づ
き各空調機（10）毎のエネルギ利用効率を算出するようにしたために、消費電力が効率よ
く利用されているか否かの判断を容易に行うことができる。
【００７４】
　　また、上記各空調機（10）のエネルギ利用効率を明確にすることにより、各空調機（
10）の運転状態の課題を明確にすることができる。
【００７５】
　　また、上記各空調機（10）毎にエネルギ利用効率を算出するので、該各空調機（10）
毎の性能検証を実施することができる。
【００７６】
　　また、上記各空調機（10）のエネルギ利用効率を算出するために消費電力を算出する
ので、該各空調機（10）のＣＯ2排出量の監視を行うことができる。
【００７７】
　　また、上記各空調系統（1B）毎のエネルギ利用効率を算出し、遠隔監視するので、例
えば、各ビル毎に管理者を常駐させる必要がなり、管理等のコストの削減を図ることがで
きる。
【００７８】
　　また、上記各空調機（10）の空調能力及び消費電力は、従来から設けられている冷媒
回路（11）の高圧センサ（P1）等の信号を利用するので、新たなセンサ等を設ける必要が
なく、構成の複雑化を防止することができる。
【００７９】
　　また、上記電力算出手段（72）等をホストコントローラ（70）に設けているので、各
空調機（10）の消費電力が効率よく利用されているか否かの判断を一箇所で集中して行う
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ことができる。特に、エネルギ利用効率が表示されるので、管理を容易に行うことができ
る。
【００８０】
　　〈実施形態２〉
　　次に、本発明の実施形態２を図面に基づいて詳細に説明する。
【００８１】
　　本実施形態２は、図４に示すように、上記実施形態１の電力算出手段（72）が圧縮機
（21）の特性等から空調機（10）の消費電力を算出するようにしたのに代えて、空調機（
10）に設けられた電流センサ（17）が検出する電流値と、空調機（10）の力率と、空調機
（10）の電源電圧とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するようにしたものである。
【００８２】
　　具体的に、上記各空調機（10）は、電源（15）より電力ライン（16）を介して圧縮機
（21）、各ファン（2F，3F）、及び他の各機器である電動膨張弁（25）等のアクチュエー
ター（25，…）に電力供給されている。そして、上記電力ライン（16）には、圧縮機（21
）、ファン（2F，3F）、及びアクチュエーター（25，…）毎に電流センサ（17）が設けら
れ、該各電流センサ（17）は、圧縮機（21）、ファン（2F，3F）、及びアクチュエーター
（25，…）毎に供給される電流値を検出するように構成されている。
【００８３】
　　特に、上記電流センサ（17）は、圧縮機（21）等を制御するために過電流を検出する
制御用センサで構成され、つまり、制御用センサが電力算出用の電流センサ（17）を兼用
している。そして、上記電流センサ（17）の検出信号（電流値）は、制御ユニット（12）
に入力されている。
【００８４】
　　一方、上記ホストコントローラ（70）の電力算出手段（72）は、電流センサ（17）が
検出した各空調機（10）におけるの各機器毎の電流値、つまり、圧縮機（21）、ファン（
2F，3F）、及びアクチュエーター（25，…）毎の電流値と、各空調機（10）の力率と、各
空調機（10）の電源電圧とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するように構成されて
いる。
【００８５】
　　詳述すると、上記電力算出手段（72）は、各空調機（10）の仕様の電源電圧と、各空
調機（10）の力率である圧縮機（21）、ファン（2F，3F）、及びアクチュエーター（25，
…）毎の固有の力率とを予め記憶した電源記憶部と力率記憶部とを備えている。そして、
上記電力算出手段（72）は、各電流センサ（17）が検出した電流値と力率と電源電圧とに
基づき消費電力（電流値×電源電圧×力率）を算出するように構成されている。
【００８６】
　　したがって、本実施形態１では、電流センサ（17）が各空調機（10）におけるの各機
器毎の電流値、つまり、圧縮機（21）、ファン（2F，3F）、及びアクチュエーター（25，
…）毎の電流値を検出する一方、上記電力算出手段（72）は、各電流センサ（17）が検出
した各空調機（10）の電流値と、予め記憶した電源電圧と、各アクチュエーター（25，…
）毎の力率とから各空調機（10）の消費電力を算出する。この算出された消費電力と、能
力算出手段（71）算出した空調能力とに基づき、上記エネルギ算出手段（7a）が各空調機
（10）のエネルギ利用効率及び各空調系統（1B）毎のエネルギ利用効率を算出する。
【００８７】
　　この結果、上記実施形態１と同様に、本実施形態２によれば、各空調機（10）の空調
能力及び消費電力に基づき各空調機（10）毎のエネルギ利用効率を算出するようにしたた
めに、消費電力が効率よく利用されているか否かの判断を容易に行うことができる。
【００８８】
　　特に、力率を考慮しているのでより正確な消費電力を算出することができるので、消
費電力が効率よく利用されているか否かの判断をより正確に行うことができる。
【００８９】
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　　更に、上記電流センサ（17）に制御用センサを利用するので、部品点数を増加させる
ことなく、消費電力を正確に算出することができる。
【００９０】
　　その他の構成、作用及び効果は、実施形態１と同様である。
【００９１】
　　〈実施形態３〉
　　次に、本発明の実施形態３を図面に基づいて詳細に説明する。
【００９２】
　　本実施形態３は、図５に示すように、上記実施形態２が各機器毎に電流を検出するよ
うにしたのに代えて、各空調機（10）毎に電流を検出するようにしたものである。
【００９３】
　　具体的に、上記各空調機（10）は、電力ライン（16）に電力取出し部（16a）が設け
られると共に、電力取出し部（16a）に電力計測器（18）が接続されている。該電力取出
し部（16a）は、図６に示すように、三相電源（15）の場合、２つの相に電流センサ（17
）が設けられると共に、各相間の電圧を取り出す電圧ライン（18a）が電力ライン（16）
から分岐されている。上記電力計測器（18）は、電流センサ（17）に電流ライン（18b）
を介して接続されると共に、電圧ライン（18a）が接続され、各空調機（10）が使用する
電流値と印加電圧である電源電圧とを検出して各空調機（10）の消費電力を計測するよう
に構成されている。上記電力計測器（18）が計測した電力値は、各空調機（10）の制御ユ
ニット（12）からホストコントローラ（70）の電力算出手段（72）に入力される。
【００９４】
　　該電力算出手段（72）は、上記電力計測器（18）が計測した電力値と、予め力率記憶
部に記憶した各機器の力率とに基づき実際の消費電力を算出するように構成されている。
【００９５】
　　したがって、上記実施形態２と同様に、本実施形態３によれば、力率を考慮している
のでより正確な消費電力を算出することができるので、消費電力が効率よく利用されてい
るか否かの判断をより正確に行うことができる。
【００９６】
　　その他の構成、作用及び効果は、実施形態１及び２と同様である。
【００９７】
　　尚、上記電力取出し部（16a）は、図７に示すように、単相電源（15）の場合、１つ
の電流センサ（17）が設けられると共に、単相間の電圧を取り出す電圧ライン（18a）が
電力ライン（16）から分岐されている。そして、電力計測器（18）は、電流センサ（17）
が接続されると共に、電圧ライン（18a）が接続され、各空調機（10）が使用する電流値
と印加電圧でる電源電圧とを検出して各空調機（10）の消費電力を計測するように構成さ
れている。
【００９８】
　　〈その他の実施形態〉
　　本発明は、上記実施形態について、以下のような構成としてもよい。
【００９９】
　　上記実施形態２及び３の電力算出手段（72）は、電流センサ（17）が検出する電流値
と電源電圧と力率とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するようにしたが、単に、空
調機（10）の使用電流値と電源電圧とに基づき空調機（10）の消費電力を算出するように
してもよい。
【０１００】
　　また、上記空調機（10）の冷媒回路（11）は、実施形態に限定されるものではなく、
上記空調機（10）は冷房専用機や暖房専用機であってもよいことは勿論である。
【０１０１】
　　また、上記能力算出手段（71）及び電力算出手段（72）は、ホストコントローラ（70
）に設けるようにしたが、上記能力算出手段（71）及び電力算出手段（72）は、ローカル
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【０１０２】
　　尚、以上の実施形態は、本質的に好ましい例示であって、本発明、その適用物、ある
いはその用途の範囲を制限することを意図するものではない。
【産業上の利用可能性】
【０１０３】
　　以上説明したように、本発明は、複数の空調機を遠隔監視する監視システムについて
有用である。
【図面の簡単な説明】
【０１０４】
【図１】図１は、実施形態１における空調機の監視システムの構成を示すブロック図であ
る。
【図２】図２は、実施形態１の空調機の冷媒回路を示す回路図である。
【図３】図３は、実施形態１の空調機の運転状態を示すｐ－ｈ図である。
【図４】図４は、実施形態２の空調機の電力系統をブロック図である。
【図５】図５は、実施形態３の空調機の電力系統をブロック図である。
【図６】図５は、実施形態３の空調機の電力計測を示す三相電源における概略配線図であ
る。
【図７】図５は、実施形態３の空調機の電力計測を示す単相電源における概略配線図であ
る。
【符号の説明】
【０１０５】
　　1A　　　　遠隔監視システム
　　1B　　　　空調系統
　　10　　　　空調機
　　15　　　　電源
　　16　　　　電力ライン
　　17　　　　電流センサ
　　18　　　　電力計測器
　　50　　　　遠隔監視装置
　　53　　　　通信回線
　　60　　　　ローカルコントローラ
　　70　　　　ホストコントローラ
　　71　　　　能力算出手段
　　72　　　　電力算出手段
　　73　　　　管理手段
　　7a　　　　エネルギ算出手段
　　7b　　　　表示手段
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